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卒論について
「出⽣率の変動が神奈川県の将来推計⼈⼝に与える影響について
の考察」

→⾃⾝が将来の⽇本の様々な規模をイメージできるようになりた
いという、⼈⼝論を学びたいと思ったきっかけを深掘りしたもの
になった
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1.1背景

•課題：⼈⼝減少

→ ⼈⼝減少は地域により原因が異なる。⼤都市では超低出⽣
率、地⽅では都市部への⼈⼝流出など。

→地域特性に応じた施策「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」
「⼈⼝ビジョン」



1.2先⾏研究
•⽇本創成会議・⼈⼝減少問題検討分科会(2014)『ス
トップ少⼦化・地⽅元気戦略』（通称「増⽥レポー
ト」）

2040年までに896の⾃治体が消滅すると発表、社会に対し少
⼦化の問題意識を強く印象付けた

•社⼈研(2018)『⽇本の地域別将来⼈⼝推計』



2.1データ
• 基礎となる将来⼈⼝推計として
・社⼈研 (2018) 「⽇本の地域別将来推計⼈⼝(平成30(2018)年
推計)」

• 研究対象である神奈川県のデータ
・神奈川県(2019)「神奈川県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」
・神奈川県(2020) 「神奈川県⼈⼝ビジョン」



2.2⼿法
神奈川県⼈⼝ビジョンの「グランドデザイン」→ベースケース
神奈川県⼈⼝ビジョンの「将来展望」 →ケースA
神奈川県の希望出⽣率1.42を2050年に実現 →ケースB
国の希望出⽣率およそ1.80を2050年に実現 →ケースC



2.2⼿法
• 前提としてR上の計算においてベースケース（グランドデザイ

ン）の結果が社⼈研の地域推計と⼀致することを確認する必要
・神奈川県の将来展望が10年ごと、地域推計は5年で⾏うため5
年ごとの仮定値を線形補間にて作成
神奈川県グランドデザインt年の合計特殊出⽣率をTFRg(t)、神奈川県の将来展望におけるt年の
TFRp(t)とし、TFRp(t)/TFRg(t)を線形補間して各年の⽐を求め、推計の各ステップの中央年の⽐を
社⼈研の⼦ども⼥性⽐に乗じることで推計の仮定値となる⼦ども⼥性⽐の設定を⾏った

→社⼈研の地域推計と同じ変化率で、各10年の推移間を設定



2.2⼿法
• 他⼆つの仮定設定ケースB、ケースCについて
ケースB：「神奈川県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略平成28年
3⽉(平成31年3⽉改訂)」県の希望出⽣率1.42を2050年に実現
ケースC：内閣府(2016)「平成28年版 少⼦化社会対策⽩書」
若い世代における、結婚、⼦供の数に関する希望がかなうとした
場合に想定される出⽣率1.80を2050年に実現

→“2050年に出⽣率を実現”という終着点のみであるため、地域
推計に合わせ5年ごとの仮定値を設定



2.2⼿法
• ケースB,Cの5年ごとの仮定値を
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3.1結果と考察（総⼈⼝）

左図が神奈川県⼈⼝ビジョンより抜粋、右図がシミュレーションによる総⼈⼝の推移
神奈川県の将来展望と、ケースAの結果がほぼ⼀致することが確認できた。



3.1結果と考察（総⼈⼝）



3.2結果と考察(年少⼈⼝)

ケースBで影響が⼩さいことは神奈川県の希望出⽣率
1.42を実現しても、県が抱える少⼦⾼齢化問題はほとん
ど改善されないことが理解できる。⼀⽅、ケースAの年
少⼈⼝はベースケースの約1.45倍となり、将来の年少⼈
⼝の増加が⾒られ、ケースＣでも、年少⼈⼝はベース
ケースの約1.28倍になり、同様に⼤きな増加が観察され
る。



3.3結果と考察(⽣産年齢⼈⼝)

35年シミュレーションでは⼤きな違いは⾒られない。

割合を⾒ると最も出⽣率の⾼いケースAが最も少な
くなっている。これは年少⼈⼝の増加によるもので
あり、出⽣率の改善は短期的には⽣産年齢⼈⼝割合
を低下させることが理解できる。



3.4結果と考察(⽼年⼈⼝)

35年シミュレーションでは、⽼年⼈⼝に変化は
ない。

割合を⾒ると、出⽣率が上がるほど⽼年⼈⼝割
合は下がっていくことがわかる。



4結論
• 総⼈⼝について；
2050年に出⽣率が⼈⼝置換⽔準である2.07にまで改善するケースAであって
も、約860万⼈まで減少することが分かった。
⼀⽅、神奈川県の希望出⽣率1.42を実現するケースBでは、総⼈⼝はベース
ケースと⽐較して0.7%の増加に留まると⾒込まれ、神奈川県の希望出⽣率
の実現だけでは⼈⼝減少の基調を⼤きく変えることはできないことが明ら
かになった。
→県の希望出⽣率を超えた⾼い出⽣率を⽬指して地域を活発にす
るためにも、神奈川県の総合創⽣戦略の実現や、それを超えた取
り組みは重要であるといえるだろう。



4結論
• 出⽣に関する注意点

出⽣とは個⼈の選択に関わる問題であり、そこに国が政策として
介⼊し、出⽣を強制するようなことがあってはならない。


